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山梨県企業局中期経営計画(後期) 平成２６年度業績評価 

平成２３年度に、長期計画(計画期間１０年、平成１８年度～平成２７年度)の後期５年間の具

体的な取り組みを示す中期経営計画(後期)(計画期間５年、平成２３年度から平成２７年度)を策

定しました。 

この中期経営計画(後期)においては、計画の実効性をあげるため、各事業でまとめた具体的な

行動について、年度ごとに実際の取り組み状況を評価し、その結果を次年度以降の取り組みに反

映させるとともに、経営状況を積極的に公表することとしました。 

 

Ⅰ．電気事業  

＜電力の安定供給＞ 

発電設備や取水ダム等の管理運営を適切に行うことにより、発電施設の健全性を維持し、効率的な運用を図り、供

給電力の増加に努めます。 

供給電力実績 

目標供給電力量：４７８百万ｋＷｈ  
供給実績電力量：４７３百万ｋＷｈ 

平成２６年度は、平年に比べやや渇水傾向でした（観測地平均降水量、平年比８８．４％）。しかしながら、

平成２６年の２月に記録的な大雪があり、この融雪により４月から６月初旬頃まで、河川を流れる水が豊富

でした。その後も大きな台風などによる降雨はありませんでしたが、定期的にまとまった降雨があり、一年を

通し安定した発電ができました。 

【評価】：目標数値に対する達成率は９９．０％となり、概ね計画を達成しました。 
水力発電所は、降雨など自然による影響を大きく受けますが、発電所の計画的な整備と効率的な取水

を心がけ、日常の点検を確実に実施することにより、安定的な電力供給を行っています。 

１ 西山ダム貯水容量の回復 

【計 画】 

早川町にある西山ダムは、昼夜の需要に合わせて発電を行うため夜間の流水を貯水する運用を行っています

が、土砂が多量に入り込むため貯水容量が少なくなる傾向が続いています。護岸補強工事や土砂対策を行うこと

により、貯水容量を回復させ、発電量の増加やピーク運転能力の向上を図ります。 

【取り組み状況】 

西山ダム調整池の護岸工事や土砂対策を行うことにより、ダムの貯水容量を回復させ、発電量の増

加やピーク運転能力の向上を図りました。 
土砂搬出については、３０，３９６㎥の搬出を行いました。 

【評価】：概ね計画どおり実施しました。 

２ 人材育成の推進 

【計 画】 

発電業務に熟知した人材の育成はもとより、経営感覚を備えた幅広い人材の育成に努めます。 
人材育成の推進として、職場研修の機会を確保するとともに、研修指導者の育成を図ります。また、従来から行

っている一般行政部門との人事交流について、引き続き実施し、職員の能力向上を図ります。 

外部機関の開催する研修には引き続き積極的に参加し、先進企業等への人材派遣研修についても検討して

いきます。 
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【取り組み状況】 

計画的に職場研修を実施し、技術や知識の習得とともに研修指導者の育成を図りました。また、職員の能

力向上のため一般行政部門との人事交流を引き続き実施しました。 

外部機関の開催する研修にも参加し、専門技術・知識の習得や専門情報の収集を図りました。 

【評価】：計画どおり実施しました。 

３ 現場保安管理の充実強化 

【計 画】 

電力を安定して供給するためには、発電施設の保安管理が重要です。保安管理がしっかりできる自主保安  

体制づくりを進めます。 

① 管理体制の見直し、保安管理の強化 
今後の職員構成の変化に合わせ、発電所及び取水口の効率的な維持管理体制の確保や見直しを行いま

す。 

② 機器操作・運用マニュアルの更新、故障・作業記録等のデータ蓄積 

技術の承継を円滑に行うため、機器操作・運用マニュアルを見直し、機器操作に熟練した者の知識を職員

全体で共有できるようにしました。今後も、随時見直し等を行っていきます。また、故障や作業の記録等をデー

タベース化したので、これらのデータを蓄積し、作業の効率化を図っていきます。 

③ 安全衛生教育の実施 

労働安全衛生法に基づいた就業制限や安全衛生教育を推進し、安全体制の充実を図ります。 

【取り組み状況】 

① 管理体制の見直し、保安管理の強化 

発電所及び取水口の効率的な維持管理に必要な体制の確保について、毎年度、人事異動の際に人員

計画の見直しを行っています。 

② 機器操作・運用マニュアルの更新、故障・作業記録等のデータ蓄積 

機器操作手順書等を更新し、常に現場の状況に合わせて作業できるようにしています。また、故障や作

業記録のデータを随時、追加するなど、作業の効率化を図っています。 

③ 安全衛生教育の実施 

計画的に安全衛生に関する特別教育の受講等を実施し、安全体制の充実を図っています。 

【評価】：計画どおり実施しました。 

 

４ 発電施設の計画的な整備 

【計 画】 

電力の安定供給や電気料金の低廉化への対応には、発電施設・設備の充実や日常の点検・修繕が欠かせま

せんが、多くの経費がかかることから計画的に改良や修繕等を行う必要があります。 
① １２カ年長期改修計画による既設発電所の改良及び修繕 
   毎年の定期点検など施設の状況等を反映させ長期改修計画の見直しを行ない、改良及び修繕工事を計

画的に実施します。 

② 河川維持流量の放流 

   河川環境の改善に向けて、これまで早川水系、笛吹川水系上流区間の河川維持流量を確保するために

発電取水箇所からの放流の見直しを行いました。その他の発電取水箇所についても、水利使用許可更新時

等に放流量などを見直し、河川維持流量の放流を行っていきます。 

③ 特別産業廃棄物(ＰＣＢ)の処理 

   ＰＣＢ入り機器は、昭和４９年に製造や新たな使用が禁止され、企業局でも使用を取り止めたものから順次

適正に保管してきました。また、平成１３年に「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別

措置法」が制定され、ＰＣＢ廃棄物の保管事業者は平成２８年７月まで（※）に処理することが義務づけられた

ことから、計画的かつ適正に処理を進めていきます。 

※平成２４年１２月に政令が改正され、処理期間は平成３９年３月までとされました。 
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【取り組み状況】 

① １２カ年長期改修計画による既設発電所の改良及び修繕 

発電所の停止を伴う工事と定期点検との調整を図りながら、計画的に実施しました。また、改良、修繕長

期計画の見直しを行うなど、計画の精査を行いました。 

② 河川維持流量の放流 

小屋敷第一、第二発電所の水利使用許可更新に伴い放流量の見直しを行うとともに、平成２３年度末か

ら許可に先立ち、自主的な河川維持流量の放流を行いました。平成２５年度末に奈良田第三発電所、西

山発電所について放流量の見直しを行い、水利使用許可の更新申請を行いました。他の発電所と同様

に、許可内容に応じて河川維持流量の放流を行っていきます。 

③ 特別産業廃棄物(ＰＣＢ)の処理 

処理方法が確立している高濃度ＰＣＢについては、平成２２年度から計画的に処理を行っており、平成２

６年度は変圧器を４台、安定器５台を処理しました。 

【評価】：概ね計画どおり実施しました。 

５ 早川上流域水源かん養林整備 

【計 画】 

早川上流域の県有林のうち、施業が必要な人工林について、水源かん養機能など森林の公益的機能  

を維持・発揮させるための整備を行います。 

【取り組み状況】 

森林環境部が西山ダム上流域の県有林において実施した、間伐等の森林整備に伴う費用を負担しま

した。平成２６年度は、約１９ｈａの間伐を行うとともに、併せて次年度以降の計画のための測量を行いま

した。平成２０年度からの７年間で１３１ｈａの間伐を行っており、治水能力の向上、河川水の安定的確保

による発生電力量の増加や地球温暖化防止対策への貢献、南アルプス国立公園や県立南アルプス自

然公園の森林景観の保全等貢献しています。 

【評価】：概ね計画どおり実施しました。  

 

＜クリーンエネルギーの推進＞ 

本県の恵まれた自然環境を活かし、クリーンエネルギーの普及促進に取り組むことにより、低炭素社会の実現に貢

献します。 

 

１ 水力発電の推進 

【計 画】 

東日本大震災以降の電力不足への対応として、水力発電等の再生可能エネルギーの必要性が高まって

いることや経営基盤の強化等のため、新規水力発電所(１,０００kW超)については、開発調査を継続し、事業

化等の検討を行った上で建設していきます。 

   また、１,０００kW以下の小水力発電所についても調査、事業化等の検討を行い、採算性等の条件が整っ

ている候補地に計画的に建設していきます。 

 

【取り組み状況】 

企業局が調査を行っている一般水力開発地点のうち、北杜市・富士見町地点及び早川町内の地点につ

いて地元市町との交渉を行い、事業化の可能性を探っています。 

小水力発電所については、１０年間に１０地点程度を新たに開発する小水力発電開発推進計画「やまな

し水力ファスト１０」の最初の発電所として、朝穂堰浅尾発電所の建設に着工し、３月末に完成しました。 

【評価】：水力発電の開発に向けた地元交渉等を積極的に行い、概ね計画どおり推進しています。 
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２ クリーンエネルギーの普及推進 

【計 画】 

① 太陽光発電の普及促進 

太陽光発電については、甲府市米倉山に大規模太陽光発電所を東京電力株式会社と共同で整備し、

企業局ではＰＲ施設を整備しました。 

今後は、ＰＲ施設において地球温暖化対策や再生可能エネルギー等についての普及啓発や次世代エネ

ルギーの情報発信を行っていきます。 

また、公益財団法人鉄道総合技術研究所と電力貯蔵技術に関する研究を推進します。  

② 小水力発電の普及促進 

小河川、農業用水路、砂防堰堤、上・下水道など小規模の流量と落差を利用した小水力発電の市町村

等への情報提供や技術支援を継続して行います。また、小水力発電のモデル施設としてタイプの異なる発

電所を整備、運用するとともに、小規模(数kW)の水力発電設備の研究を行うなど、小水力発電の普及促進

に取り組みます。 

【取り組み状況】 

① 太陽光発電の普及促進 

米倉山太陽光発電所ＰＲ施設「ゆめソーラー館やまなし」でのイベント開催や学習会の実施等を通

じ、再生可能エネルギー等についての普及啓発と情報発信を行いました。 

また、電力貯蔵技術に関しては、公益財団法人鉄道総合技術研究所等と共同で「次世代フライホ

イール蓄電システム」の研究開発を進めており、１，０００ｋＷの実証試験用太陽光発電所を建設しま

した。 

② 小水力発電の普及促進 

小水力発電モデル施設として、４例目となる大城川発電所を建設し、これまで整備した小水力発

電所の事例集を発行しました。 

また、やまなしプラザにおいて小水力発電フェアをエネルギー局と合同で開催しました。 

【評価】：概ね計画どおり実施しました。  

＜経営の健全性の確保＞   

１ 財政基盤の強化 

【計 画】 

電力自由化の進展や東日本大震災による影響により、電気事業を取り巻く経営環境は、引き続き厳しいも

のとなることが予想されることから、積立金の計画的積み立て等により財政基盤の強化を図り、経営リスクを軽

減し、安定的な事業経営に努めます。 

① 積立金の積み立て 
将来の大規模改修及び災害時の対応に備える建設改良積立金、新規発電所の建設財源とするため

の中小水力発電開発改良積立金、環境保全に資する事業を対象とした一般会計への繰り出し等を目的

とする地域文化振興・環境保全積立金及び利益積立金等を積み立てます。 

② 退職給与引当金の引き当て 
退職給与金は、職員の退職時に確実に支払うべきものであることから、平成２６年度末を目途に電気

関係職員が一斉退職すると仮定した場合に必要となる退職給与金額（約１１億円）まで引き当てを行っ

ていきます。（平成２２年度残高＝８億６千４百万円） 

【取り組み状況】 

① 積立金の積立 

利益剰余金から、それぞれの積立金に積立てました。 

減債積立金については、企業債未償還残高までの積立が完了しています。 

② 退職給付引当金の引き当て 

職員の退職手当の支給に備えるため、平成２６年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を

計上しています。 

【評価】：計画どおり実施しました。 
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２ 事務処理の効率化とコスト管理 

【計 画】 

電気料金は、減価償却費、修繕費、人件費等の原価を基に決められていますが、電力自由化により全体

的な料金の低廉化傾向は今後も続くと考えられるため、適切なコスト管理を行っていきます。  

事務的経費については、平成２２年度までに平成１７年度予算の１割を削減しました。今後は、平成２２年

度予算を基準に適切なコスト管理に努めます。 

【取り組み状況】 

 事務的経費(消耗品費、旅費、雑費)のコスト管理 

 平成２７年度予算(８３，３７３千円)は、平成２２年度予算（８３，２６８千円）並みとなっています。 

【評価】：概ね計画どおり実施しました。 

３ 職員数、給与の適正化 

【計 画】 

企業としてのコスト管理の徹底から、職員数、給与の適正化を図ります。 

① 定員管理 

電気事業の職員数は、平成２３年４月１日現在で、正規職員は局本庁に３３人、発電総合制御所１８

人、早川水系発電管理事務所３４人、笛吹川水系発電管理事務所２０人の合計１０５人であり、非常勤嘱

託職員は７人となっています。 

定員管理については、社会経済状況の変化や事業経営の見通し等も総合的に勘案する中で、簡素で

効率的な執行体制が確立できるよう、今後も適正な管理を行っていきます。 

 

② 給与の適正化 

給与については、これまでも特殊勤務手当の見直し等に取り組んできたところであり、今後も人事委員

会の勧告や他の都道府県の動向も注視しながら、適正化に努めていきます。 

【取り組み状況】 

① 定員管理 

平成２７年４月１日現在、電気事業の職員数は、正規職員が、局本庁３４人、発電総合制御所１８

人、早川水系発電管理事務所３３人、笛吹川水系発電管理事務所１８人の合計１０３人、非常勤嘱

託職員１６人となっています。 

 

② 給与の適正化 

職員の給与（特殊勤務手当(企業従事手当)を除く。）及び基準等は、知事部局に準じた取扱いとな

っています。 

【評価】：計画どおり実施しました。 

４ 収支計画 

【計 画】 

収益的収支は、料金収入は減少傾向にありますが、必要経費の低減により、利益については引き続き確

保できる見込みです。 

また、資本的収支については、発電所改良費、発電所建設費、企業債の償還などの支出に対し損益勘

定留保資金などの内部留保資金を充てることにより対応していきます。 
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 収益的収入及び支出（営業にかかる経費） （千円、税抜き） 
区分 ２６年度計画 ２６年度決算 決算の比率 

収入 
電力料金  ３，３２２，５０５  ３，４７２，９３９ 

１１７．０％ 
その他  ３８，９９７  ４５８，４２１ 

収入計  ３，３６１，５０２  ３，９３１，３６０ 

支出 

職員給与費等  １，０４４，５０３  ９１５，７６０ 

１０４．７％ 

減価償却費  ６９７，８７０  ７６９，５２８ 

その他  １，３００，２０１  １，４９９，１１２ 

支出計  ３，０４２，５７４  ３，１８４，４００ 

収支差（利益）  ３１８，９２８  ７４６，９６０ ２３４．２％ 

収入は、  収入は、供給電力量が増加したことから、計画の１１７．０％になりました。 

支出は、減価償却費や委託費の増加により、計画に対し１０４．７％となりました。 

収支差において、計画に対する達成率は２３４．２％となりました。 

【評価】：当期純利益は７億４千６百万円余りを確保し、計画を４億２千８百万円ほど上回り、利益を確保する

ことができました。 

①  資本的収入及び支出（投資にかかる経費） （千円、税抜き） 
区分 ２６年度計画 ２６年度決算 決算の比率 

収入 

国庫補助金  ７７，９００  ２２，２１７ 

５９．５％ 

長期借入金償還金  ７９，６６０  ７０，４９５ 
その他  ２０  １，０３７ 

収入計  １５７，５８０  ９３，７４９ 

支出 

発電所改良費  ６９０，９０９  ３６８，１９８ 

４９．６％ 

発電所建設費  １，３１０，２００  ５５６，８４８ 
企業債償還金  ２２１，８６２  ２１１，８６１ 
その他  ３２０，０００  １１９，６９９ 

支出計  ２，５３２，９７１  １，２５６，６０６ 
収支差  △２，３７５，３９１  △１，１６２，８５７ ４９．０％ 

補てん財源 

積立金  １，４９５，５６２  ８６２，０１４  
損益勘定留保資金  ８７９，８２９  ３００，８４３ 

計  ２，３７５，３９１  １，１６２，８５７ 

※損益勘定留保資金：再投資に備え、減価償却費等を積み立てたものであり、順次、建設費等に充当すべき資金です。 

収入は、次世代フライホイール蓄電システムの研究開発に係る補助金収入が事業の進捗により、翌年度

に変更となったことから、計画の５９．５％となりました。 

支出は、事業の進捗に合せ予算を翌年度に繰越したことにより、計画の４９．６％となりました。 

【評価】：収支の差額分は積立金等で補てんしています。 

＜一般行政部門との連携＞ 

【計 画】 

事業で得られた利益を県民に還元するため、美術品の寄託・展示（県立美術館）などにより地域文化に寄

与するとともに、環境保全事業やクリーンエネルギーの普及啓発などの財源として一般会計へ繰り出しを行っ

ています。 

今後も、一般行政部門と連携して県民福祉の向上に努めます。 

【取り組み状況】 

一般会計への繰り出し 
環境保全事業等に充てるため一般会計に１億円を繰り出しました。 

【評価】：計画どおり実施しました。一般会計への繰出金は、環境関連重点化枠予算として活用されていま
す。 
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Ⅱ．温泉事業  

＜温泉の安定供給と資源保護＞ 
１ 温泉の安定供給と資源保護 

【計 画】 

季節による需要の変動に対応し、安定した量・温度の温泉を給湯契約者に供給するため、保温性・耐久性

により優れた送配湯管への敷設替えや機械装置の点検・改善等の必要な整備を引き続き進めていくととも

に、施設の老朽化や既存源泉の湯量等の確保対策についても検討していきます。 

また、沈砂槽・貯湯槽、分湯栓の定期的な清掃など衛生対策を講じ、衛生管理に万全を期していきます。  

温泉事業は、石和・春日居温泉郷の資源保護についても大きな役割を担っていることから、地域の関係

者・機関と温泉資源保護について協議し、共通の認識を深めていきます。 

【取り組み状況】 

① 温泉の安定供給 

年間を通じて、契約者に安定した温泉供給を行いました。 

※平成２６年度実績：８３２，９４５㎥（対前年度比 １０２．７％） 

 契約口数    ：５１６口（平成２６年度末） 

② 温泉の資源保護 

県営石和温泉運営協議会や笛吹市石和町・春日居町源泉保有者懇談会を開催し、温泉資源保護の

重要性について意見交換を行いました。 

 

【評価】：平成２６年度の給湯量は、前年度と比較し２．７％増となりました。 

安定した温泉供給を行い、温泉の資源保護を図ることができました。 

２ 送配湯管の敷設替え 

【計 画】 
老朽化した送配湯管は、供給温度の低下や湯の漏れが生じることも考えられることから、昭和６１年度から

保温性・耐久性に優れた送配湯管への敷設替えを行っています。 

平成２２年度末までに送湯管１,７５０ｍ、配湯管８,８７０ｍを行い、全体の約８６％まで整備しました。未整備

の箇所については、笛吹市の下水道事業、県の道路事業などに併せ効率的に改修を行っていきます。  

また、敷設替えのための財源についても計画的に積み立てていきます。 

【取り組み状況】 

平成２６年度は、温泉改修工事に伴い、送配湯管敷設替工事は実施していません。 

送湯管、配湯管延長：１２，３４３．３ｍ(送湯管１，８０２．６ｍ、配湯管１０，５４０．７ｍ) 

未実施延長：１，２８１．６ｍ(送湯管５２．１ｍ、配湯管１，２２９．５ｍ) 

【評価】：平成２６年度末の進捗率は、送湯管が９７．１％、配湯管が８８．３％となりました。 
配湯管の敷設替えについては、県及び笛吹市が実施する公共事業の施工に合わせて実施して

きましたが、県及び市の施工時期が延びた結果、実施時期の再調整が必要となっています。 

＜事業移管の検討＞ 

【計 画】 

温泉事業は、受益者が特定地域に限られており、同地域には市営温泉事業も存在することから、平成２２

年度を目途に、地元市等への事業移管を検討してきましたが、移管に対する環境が整わなかったことから、

引き続き企業局が運営していきます。 

今後も地元市等への事業移管について検討していきます。 

【取り組み状況】 

笛吹市等と事業移管についての課題を検討しました。 

【評価】：事業移管の前提となる様々な課題について、検討しています。 
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＜経営の健全性の確保＞ 

１ 財政基盤の強化 

【計 画】 

送配湯管敷設替え工事などの施設・設備の点検・改善等を円滑に行うため、毎年度の利益から建設改良積立

金への積み立てを継続し、財政基盤の強化を図っていきます。 

【取り組み状況】 

建設改良積立金については、１億１千１百万円を積み立てました。 

※平成２７年３月末残高 約１億９千７百万円 

【評価】：計画どおり実施しました。 

２ 事務処理の効率化とコスト縮減への努力 

【計 画】 

① 利用料金納入の効率・適正化 
温泉事業は、契約者からの料金収入により事業を展開しており、料金納入の遅れは、事業の経営に影響

することから、様々な機会を捉えて、利用料金の期限内納入について契約者への啓発を行うなど、料金徴

収を確実に行っていきます。 

② 事務費の縮減 

事務的経費については、平成２２年度までに平成１７年度予算の１割を削減しました。今後は、平成２２

年度予算を基準に適切なコスト管理に努めます。 

【取り組み状況】 

① 利用料金納入の効率・適正化 

滞納者に対する電話・内容証明郵便による督促や直接訪問などにより、督促強化、納期限内納入の促

進に努めています。 

② 事務的経費(消耗品費、旅費、雑費)のコスト管理 

平成２７年度予算(２，１２５千円)は、平成２２年度予算（３，８６６千円）と比べ４５．０％削減されていま

す。 

【評価】：計画どおり実施しました。 

３ 職員数、給与の適正化 

電気事業と同様に職員数、給与の適正化を図ります。 

【計 画】 

① 定員管理 

温泉事業の職員数は、平成２３年４月１日現在で、正規職員が４人、非常勤嘱託職員が４人となってい

ます。                             

② 給与の適正化 

電気事業と同様に給与の適正化に努めていきます。 

【取り組み状況】 

① 定員管理 

温泉事業の職員数は、正規職員が４人、非常勤嘱託職員が４人で増減はありませんでした。                             

② 給与の適正化 

電気事業と同様の取扱いをしています。 

【評価】：計画どおり実施しました。 

４ 収支計画 

【計 画】 

収益的収支は、給湯量が低減傾向にあるため、温泉料金収入も減少し、厳しくなることが見込まれます

が、経費の削減等により健全経営に努めていきます。 
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一方、資本的収支については、送配湯管の敷設替え等の支出により不足が生じますが、建設改良積立

金、損益勘定留保資金を充てることにより対応していきます。 

①  収益的収入及び支出（営業にかかる経費） （千円、税抜き） 
区分 ２６年度計画 ２６年度決算 決算の比率 

収入 
温泉料金  １２９，８３８  １４３，２６６ 

1１５.８％ 
その他  １，８７６  ９，２６５ 

収入計  １３１，７１４  １５２，５３１ 

支出 

職員給与費等  ３７，３２６  ３７，４９０ 

１０１.８％ 

減価償却費  ３３，６２０  ３３，２９９ 
その他  ５４，２３７  ５６，６０７ 

支出計  １２５，１８３  １２７，３９６ 
収支差（利益）  ６，５３１  ２５，１３５ ３８４.９％ 

 

収入は、給湯量が増加したことから、計画の１１５．８％になりました。 

支出は、ほぼ計画どおりの１０１．８％でした。 

収支差において、計画に対して約１千８百万円上回り、計画の３８４．９％になりました。 

【評価】：当期利益は、２千５百万円となり、計画を１千８百万円ほど上回り、計画以上に利益を確保できまし

た。 

②  資本的収入及び支出（投資にかかる経費） （千円、税抜き） 
区分 ２６年度計画 ２６年度決算 決算の比率 

収入 

工事負担金  ０  ０ 

－ 
その他  ０  ０ 

収入計  ０  ０ 

支出 

送配湯管敷設替工事  ５４，０００  ２，２３２ 

５３.７％ 

その他工事等  ４，０００  ２８，９３３ 

支出計  ５８，０００  ３１，１６５ 

収支差  △ ５８，０００  △ ３１，１６５ ５３.７％ 

補てん財源 

建設改良積立金  １０，８００  ２，２３２  

損益勘定留保資金  ４７，２００         ２８，９３３ 

計  ５８，０００  ３１，１６５ 

 

平成２６年度においては、送配湯管敷設替工事は実施せず（分湯栓移設工事のみ）、耐震性の向上

と安定供給を図るために温泉施設改修工事（平成２７年度までの継続事業）を実施したことにより、支出

は計画の５３．７％になりました。 

【評価】：収支の差額については、積立金等で補てんしています。 
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Ⅲ．地域振興事業  

＜丘の公園の運営＞ 

【計 画】 

丘の公園は、県民誰もが楽しめる総合スポーツ・レクリエーション施設として設置され、八ヶ岳南麓の集客

拠点としても大きな役割を果たしています。 

平成１６年度からは、指定管理者制度の利用料金制を導入し、経営の健全化に努めていることから、指定

管理期間の平成２５年度まで現在の運営方法を維持することとします。 

【取り組み状況】 

平成２４年３月に設置された有識者等による「地域振興事業（丘の公園）あり方検討委員会」（以下「あり方

検討委員会」という。）の提言等を踏まえ、平成２６年度以降も引き続き、指定管理者制度・利用料金制により

運営しました。 

【評価】：指定管理者の経営状況を注視しながら、現在の運営方法の維持に努めています。 

＜今後の丘の公園のあり方の検討＞ 

【計 画】 

地域振興事業の厳しい経営状況や施設・設備の老朽化の進行、また地域における丘の公園の役割を踏ま

え、現指定管理期間終了後の事業のあり方について検討していきます。 

【取り組み状況】 

あり方検討委員会において、平成２６年度以降の事業のあり方について検討し、平成２５年１月に公営企

業管理者に対し報告書が提出されました。あり方検討委員会からの提言を踏まえ、平成２６年度以降も指定

管理者制度による管理運営を継続し、指定期間中（平成２６年度～平成３０年度）は、次の目標を掲げて一

層の経営改善に努めていくこととしました。                                                      

①指定管理者制度の適正な運用、②収益的収支の黒字化、③借入金の計画的な償還 

【評価】：事業のあり方について検討し、方針を決定することができました。 

＜経営の健全性の確保＞ 

【計 画】 

指定管理者制度の導入により、現金収支の黒字化及び電気事業会計からの長期借入金の償還が可能と

なったことから、平成２５年度までは、現在の運営方法を維持していきます。 

また、施設、設備等の補修については「丘の公園の管理に関する協定書」に基づき対処していきます。  

【取り組み状況】 
平成２６年度以降も引き続き、指定管理者制度・利用料金制により運営しました。 

施設、設備等の補修については、指定管理者との協定書に基づき適切に対処しました。 
 

【評価】：計画どおり実施しました。 

 収支計画 

【計 画】 

収益的収支は、平成２５年度まで減価償却費が大きいことから支出が収入を上回る見通しです。 

資本的収支については、電気事業への借入金償還により不足が生じますが、内部留保資金（損益勘定留

保資金）を充てることにより対応していきます。 
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①  収益的収入及び支出（営業にかかる経費） （千円、税抜き） 
区分 ２６年度計画 ２６年度決算 決算の比率 

収入 

納入金  １５０，０００  １５０，０００ 

１００.０％ 

その他  ３，３８２  ３，３８８ 

収入計  １５３，３８２  1５３，３８８ 

支出 

借地料  ６０，９８５  ６０，９８４ 

９５.１％ 

減価償却費  ７５，３２３  ７５，４１９ 

修繕費  １５，０００  ８，１５３ 

その他  ３，０８０  ２，３０１ 

支出計  １５４，３８８  １４６，８５７ 

収支差（利益）  △ １，００６  ６，５３１ － 

累積欠損金  △ ３，５２９，３５６  △ ３，５２５，５６７  

 

収入は、指定管理者から計画どおりの納入金があったことから、その他収入を含めると計画をやや上回って

います。 

支出は、修繕費等が減少したため、計画に対し９５．１％となりました。 

収支差は約６．５百万円の収益となりました。これは、平成２１～２５年度の間にあっては、経済事情などを

考慮し指定管理者と協議する中で納入金の減額を行ってきましたが、平成２６年度は指定管理者との協定

どおりの納入金があったことによるものです。 

【評価】：平成１８年度以来８年ぶりに単年度収支が黒字となりました。引き続き、指定管理者制度の適正な

運用により経営の健全化に努めていきます。 

②  資本的収入及び支出（投資にかかる経費） （千円、税抜き） 
区分 ２６年度計画 ２６年度決算 決算の比率 

収入  ０  ０  
支出  借入金償還金  ７０，４９６  ７０，４９５ ９９.９％ 

  地域振興事業設備改良費              ０          ４，７８８ － 

 支出計         ７０，４９６         ７５，２８３ １０６.８％ 

収支差  △ ７０，４９６  △ ７５，２８３ １０６.８％ 

補てん財源 

(損益勘定留保資金) 
 ７０，４９６    ７５，２８３  

 

【評価】：引き続き、長期借入金の償還に努め、計画どおりの償還を行いました。  
なお、収支差は、損益勘定留保資金で補てんしています。 

 

 

 

 

 


